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交通事故に関する加害者側の主張と慰謝料の増額

加害行為後の不誠実な対応の一一場面として一

畑 中 久彌
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 交通事故の当事者は、それぞれの利害があると

はいえ、真実を発見し、責任の有無や賠償額につ

いて適切な判断をするよう努力すべきである。し

かし、加害者側と被害者側の意見がこれらの点で

くい違うことがある。それも無理からぬところが

あり、自分が納得できない主張だからといって、
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それを一概に不誠実な対応と非難することはでき

ない。では、当事者の主張がくい違った場合、ど

のような主張が不誠実なものと評価されるのであ

ろうか。

 ところで、この問題はより一般的に、加害行為

後の誠実な対応をめぐる議論に関係がある。加害

行為後の誠実な対応については、近時、加害者が

被害者の苦痛に向き合い、その除去のために自分

に何ができるかを考えるようにするために、不法

行為法の機能を見直すべきだ、との主張がなされ
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 い

た。具体的な制度としては、和解や調停、裁判の

あり方をこうした観点から見直すことが提案され

ている。これに対して、伝統的な不法行為法その

ものにも、加害者の誠実な対応に関わる制度があ

る。たとえば、謝罪していないことが慰謝料の年寿
          ロ 
酌事由となることがある。また、加害者に事故を

忘れさせたくないという意図のもと、被害者の遺

族が定期金賠償を求め、被害者の命日がその支払
           
い日とされることがある。

 本稿は、加害行為後の当事者の誠実な対応にと

って法がどのような役割を果たしうるかという問

題意識のもと、冒頭で述べた問題を検討しようと

するものである。本来であれば、さらに多様な分

野を検討しなければならない。謝罪の有無、暴言、

示談交渉の拒否、ひき逃げ、保険会社に任せきり

にすることなどは、当事者の対応としてよく問題

となる点である。また、慰謝料以外にも、弁護士

費用の賠償や過失相殺において、不誠実な対応が

考慮される場合がある。さらに、医療事故などで

も同様の問題が見受けられる。これらは別の機会

に検討することとしたい。

！. 裁判例の検討

 事故の状況、責任の有無、責任の程度をめぐる

加害者側の主張が不誠実なものとして慰謝料の呼

野事由となることがある。以下において、この点

が争われた裁判例を検討することにしたい。なお、

事故後の対応の仕方は、ほとんどの事案において

事故の態様や受傷内容とともに主張されている

が、ここでは事故後の対応に絞って取り上げるこ

とにしたい。

(1)事故の状況についての主張

 加害者が事故の状況について虚偽の主張をした

り、真実を伝えなかったりしたことが慰謝料の斜

酌事由とされる場合がある。

①刑事手続との関わり

 刑事手続の状況を考慮する事案が少なくない。

まず、加害者の虚偽の供述により被害者が被疑者

や被告人とされ、精神的な苦痛を被ったとの主張

がなされる事案がある。東京地判昭55・7・16四

時975号67頁において、被告は、原告の主張に対

し、初めての事故で動転し、また被害者に怒鳴ら

れる等したために誤った供述をしたのであり、後

に記憶を喚起し供述を訂正したのであって、起訴

させる意図はなかったと反論し、また、検察官の

起訴・不起訴の決定に被告は関与しないので因果

関係はないと反論した。これに対して、裁判所は、

検察官に対する虚偽の供述は真実に反して被害者

を刑事訴追させるおそれがあり、加害者らの供述

によって被害者が起訴されたとして、被告の主張

を退けた。また、被告が誤った事実を真実と信じ

ていたとしても重大な過失があると指摘した。裁

判所は、このようにして被告の虚偽の供述を不法

行為に該当するとしたが、その一方で、刑事責任

を免れたいとの心情によるものであり被害者を刑

事訴追させる意図はなかったことも甚斗卜した。東

京地響昭57・1・26官戸464号108頁は、被告の「各

供述はいずれも虚偽のものであるといわざるを得

ず、かつ、被告は被告車の運転手であり、……、

原告車の右後部に被告車の左前部が衝突したの

か、それとも被告の主張するように、被告車の左

後部に原告車の右前部が衝突したのか、という事

故の基本的な態様については、いかに瞬時の出来

事とはいえ、誤認したり、思い違いをしたりする

余地はないものというべきであるから」、被告は

故意に虚偽の供述をしたものと推認するとした。

これに対し、本件の控訴審判決である東京高田昭

58・1・31交通民集16巻6号1535頁は、供述が事

実に合致しないことは明らかだが、被告車両と原

告車両の位置関係および激しい降雨中の瞬時の出

来事であったことを考慮し、被告が錯覚したこと

も十分考えられるとして、自己の認識に反してあ

えて虚偽の供述をしたとまでは断じられないとし
レリ

た。名古屋地判平13・9・21交通民集34巻5号

1303頁では、原告は、被告が捜査機関に虚偽の事

実を述べたため、事故の被疑者として取り調べを

受け、胃炎、円形脱毛症を発症するに至ったと主

張した。裁判所は、「刑事手続において、被疑者、

被告人は黙秘権を有するものではあるが、当然に

虚偽の陳述をする権利まで有するものではない」

として、原告主張の事情を慰謝料の掛酌事由とし

た。東京地築平！4・4・18交通民集35巻2号536

頁では、原告らは、被告が捜査段階当初において

対面信号に関する虚偽の供述を行い、さらに走行

経路についても虚偽の供述を行って、自己の罪を
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死亡被害者になすりつけようとし、虚偽が発覚し

て逮捕された後もなお否認を貫き、第三者の目撃

証言等によってもはや虚偽の供述を維持できない

状態に陥ってようやく自己の犯行を認めたこと等

を主張した。これに対して、被告は、 「当初信号

の色について虚偽の供述をしており、不誠実のそ

しりを免れないが、捜査段階の途中からは犯行を

認め、反省しており、刑事公判においても素直に

犯行を認めて反省の情を示している」と主張し

た。裁判所は、被告が警察官に虚偽の供述をした

こと、事故直後現場に集まった人たちに自分が悪

くないよう印象づける発言をしたこと等を認め、

また、罪の意識を感じていたなどとする被告の主

張については、自ら真実を明らかにしょうとして

おらず、逮捕後も当初は頑強に虚偽の供述をし、

警察官に追及されて初めて真実を認めるに至った

ことを指摘した。

 次に、刑事手続との関連では、加害者が虚偽の

供述によって刑事責任を事実上免れたり、当初不

問とされたことが慰謝料の甚斗酌事由とされた事案

がある。横浜地判昭60・5・14判時1168号99頁は、

被告Y運転・A同乗の自動二輪が転倒し、Aが死

亡した事案である。YはAが運転していたと主張

し、事実上Aの死亡につき刑事責任を免れるとと

もに、何ら損害賠償に応じていないことが、慰謝

料の斜酌事由とされた。東京地八王子支判平15・

5・8交通民集36巻3号671頁は、事故後の被告が

飲酒運転の発覚を避けるために日本酒を購入し、

これを飲み、運転席に残しておいた事案である。

その結果、刑事事件では当初、アルコールの影響

で事故を起こしたことが不問にされており、原告

らによる検察庁への上申書の提出や署名運動等に

よって、酒気帯び運転の追起訴等がなされるに至

った。このことが慰謝料の斜酌事由とされてい

る。

 以上のほか、刑事手続上の虚偽の供述が甚斗酌事

由とされた事例として、東京地判平15・5・12交

通民集36巻3号697頁がある。原告らは、被告が

逃走のうえ証拠隠滅のために被告車に放火し、2

ヶ月後にようやく逮捕されたこと、それにもかか

わらず原告らに一切謝罪等をしていないこと、刑

事事件において、停止している被告車に死亡被害

者の自動車が衝突したとか、原告らがエホバの証

人の信者であることから輸血を拒否したことが死

亡原因であるという虚偽の供述をし、刑事責任を

逃れようとする言動に終止したことを指摘した。

これに対して、被告は、事故の態様は自身の記憶

に基づくものであり、また、エホバの証人の信者

の件は警察による取調べの際に聞かされたもので

あると反論した。裁判所は、加害者は逃亡のすえ

逮捕されたが、 「完全黙秘をしていて、本件事故

を惹起したこと自体、否認していたこと、刑事裁

判において、原告車が時速約70ないし80キロメー

トルの速度で、しかも、右側部分にはみ出して追

越しをしょうとして衝突してきたとか、原告らが

エホバの証人の信者であったため、輸血を拒否し

たことが原因で、Aは死亡したなどと主張してい

たこと、後者の点は、身柄拘束中、警察官から、

一般論として、エホバの証人の信者が輸血を拒否

することがあることを聞いたことによるものであ

るかもしれないのであり、原告らがエホバの証人

であるかどうかを確認もせずに述べたものである

こと」などの事情を認め、慰謝料の斜酌事由とし

た。また、東京地面平15・7・24判タ1135号84頁

は、被告が飲酒運転によって追突し、被害者を焼

死させた事案であり、事故の悲惨な態様のほか、

被告の事故直後の対応が悪質であること、捜査段

階や公判段階で供述が著しく変遷していること、

後続車や原告に責任転嫁し、自己の責任逃れに終

始していること、謝罪についても反省が見られな

いこと等を慰謝料の甚斗酌事由としている。その中

で、飲酒に関する捜査段階、公判段階での虚偽の

主張も指摘されている。

②証拠謡言行為

 交通事故後、加害者が事故の形跡の漸滅を図っ

たことが、慰謝料の翻心事由として主張されるこ

とがある。大阪自判平9・12・11交通民集30巻6

号1737頁において、被告は、被害者が首の骨を折

って死亡したかもしれないと思いつつ、免許取消

を恐れて逃走し、加害車両に付着する被害車両の

塗料を拭き落とし、修理したうえ廃車処分にした。

裁判所はこれを慰謝料の甚斗酌事由としている。東

京地八王子支判平15・4・24交通民集36巻2号

563頁は、被告Y1が現場から逃走し、同Y2と

共謀して身代わりを立て、犯人隠避を図ったとい

う事案である。原告は、Y1が警察署へ直ちに届
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け出なかったため、加害者を探さなければならか

ったと主張し、さらにY1とY2による犯人隠避

教唆が不法行為に該当すると主張した。裁判所は、

原告主張の事実を認め、 「本件事故を起こした真

犯人の逮捕が遅れ、Y1が逮捕されるまでの約3

か月半の間、著しい不安感、焦燥感、失望二等の

精神的苦痛を被った」と指摘した。

③虚偽の供述等による治療の長期化

 東京地判平7・2・14交通民集28巻！号178頁

では、原告は、事故は原告の信号無視によるとの

真実に反する主張によって、信号無視を前提とす

る捜査を受け、かつ被告らから侮辱的な質問を重

ねられた結果、名誉を殿損されたと主張した。ま

た、途中から治療費の支払いが打ち切られたこと、

刑事裁判の確定後も、被告は自分の方の信号が青

であると主張して賠償に応じないことを主張し

た。裁判所は、被告の対応を独自の不法行為とせ

ず、入通院慰謝料、後遺障害慰謝料の斜酌事由と

した。それによれば、事故直後、被告は信号無視

を認めていたが、捜査および刑事裁判の段階では

青信号であったと言い張り、捜査を混乱させ、原

告は警察の取調べで自己の言い分を聞き入れても

らえず、また、被告の任意保険担当者も「あんた

達は重大な過失を犯しているのだと脅かし、治療

費の支払いを一方的に打ち切ってしまったこと、

これらの言動のため、原告は精神的に大いに打撃

を受け、本件事故当時医師と婚約関係にあったも

のの、破談となったこと、被告は、刑事裁判にお

いて、任意保険により被害の弁償が計られること

等を理由として執行猶予の判決を得たにもかかわ

らず、判決確定後もなお自分の対面信号は青であ

ったとして賠償金の支払いを頑なに拒否している

こと」など、このような被告と保険会社の対応に

より、原告は精神的に参り、治療が長期化したと

推認される、とした。

④被害者等に対する説明

 大阪地判平10・12・3交通民集31巻6号1834頁

は、加害者が被害者や保険会社に対して事故状況

を報告しなかったことが不法行為に該当するとさ

れた事案である。原告によれば、 「交通事故の当

事者は、当事者間においても、一方当事者の車両

に同乗していた被害者の家族に対しても、また、

加入する保険会社に対しても、事故態様を含めた

交通事故に関する客観的事実については、誠実に

報告した上で、示談交渉を行うべき注意義務があ

り、特に、事故態様についての報告は、事故当事

者双方の過失責任の認定に不可欠な要素であり、

賠償交渉を担当する任意保険会社への報告は極め

て重要である」。被告は真実を認識していたにも

かかわらず、保険会社に一切報告せず、しかも物

損事故についての示談契約が真実と異なる前提で

なされたことを知りながら保険金を受領した。さ

らに被告は、事故当時の対面信号が赤色であった

ことを自ら認め、罰金40万円の略式命令を受け、

正式裁判の請求をすることなく罰金を支払ってい

る。この時点で被告の同乗者(死亡)の示談交渉

がなされていたにもかかわらず、略式命令の内容

を保険会社と原告に連絡しなかった。 「被告が、

任意保険会社を含む本件事故関係者に対して、事

故態様を含む本件事故に関する客観的事実を誠実

に報告した上で、示談交渉にのぞんでいたのであ

れば、本件事故が被告の一方的過失によって生じ

たものであることが客観的に判明していたことに

鑑みると、被告の前記無責任な不作為を含む所為

は、単に不誠実で、道義的に非難される所為であ

るというのにとどまらず、本件示談交渉において

積極的に虚偽の事実を報告したと同視し得るもの

である。」

 これに対して、被告は、自分自身も本件事故に

より受傷し、全身打撲で入院加療を受けており、

信号関係について断定的に供述できるほど明瞭な

記憶がなかった上、本件事故の示談交渉について

は、被告の父親を通じ、父親の加入する共済組合

に任せており、交渉には関与しておらず、 「本件

交渉経過からすれば、被告が原告主張のような金

銭的賠償まで負担する義務が発生する事案ではな

い」と主張した。

 裁判所は、 「交通事故の示談交渉においては、

当該交通事故の事故態様等の客観的事実は、交通

事故当事者の過失の内容を正しく評価して、その

過失割合を決定し、もって損害の公平な負担を図

る上で、重要な事実であるから交通事故の当事者

は、かかる事実については、事故の相手方もしく

は自己が保険契約を締結している任意保険会社等

に対し、自己の記憶に従って誠実に報告すべき義

務があり、したがって、交通事故の当事者が、示
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談交渉の前に、単に事故状況を報告しなかったに

過ぎない場合はともかく、自己の記憶に反し、か

つ、客観的な事実に反することを知りながら、積

極的に虚偽の事実を事故の相手方もしくは自己の

任意保険会社等に申告したり、あるいは、示談交

渉が自己の記憶及び客観的事実に反する事実を前

提として進行し、かつ、かかる前提事実に基づき

示談契約が締結されているのを知りながら、あえ

てこれを放置する場合には、具体的な状況如何に

よっては、かかる作為又は不作為が不法行為を構

成するものと解するのが相当である」とした。そ

して、被告は、示談交渉が自らの記憶にも客観的

事実にも反する事実を前提として行われているこ

と、被告の同乗者の示談交渉も同様の事実にもと

ついて進むことを認識していたとし、略式命令等

を告げなかった被告の不作為は不法行為に該当す

るとして、夫婦間の不仲等、原告の精神的苦痛に

対する慰謝料を認めた。

 福岡地判平14・5・16判時1810号92頁におい

て、原告らは、居眠りが事故の原因であるにもか

かわらず、被告は「友人とのおしゃべりに夢中に

なり脇見をしたこと」を原因として説明し、保険

料算定協会への報告書にも脇見運転等と記入した

と主張した。被告は、そのような説明はしておら

ず、報告書は事故翌日に自己の記憶に従って作成

したと主張したが、裁判所はこれを退け(とくに

報告書については1、2ヶ月後の記入であると刑

事事件で供述している)、加害者の対応は不誠実
                つ
なものといわざるを得ないとした。東京地判平

7・10・24交通民集28巻5号1511頁は、事故の状

況に関するものではないが、交通事故後の虚偽の

主張の一例として紹介しておきたい。原告は、加

害者とその母親が共謀し、示談を有利に運ぶため

に、弁護士の資格を有しないのにこれを有すると

か、原告が負担すべき被告車両の修理費用の方が

損害賠償額よりも大きい等の虚偽の発言をし、原

告を威圧・愚弄したと主張した。裁判所は、原告

は被告の発言によって脅えたと主張するが(弁護

士なので太刀打ちできないと思った)、被告らが

有利に示談をしょうと事前に共謀したことはない

こと、示談をするつもりで弁護士活動に関する虚

偽の発言をしてはおらず、虚偽の発言は示談に影

響を及ぼさなかったこと、その他の発言部分には

虚偽や威圧はないことを認めた。そして、原告が

後に被告の発言が真実でないことを知って不愉快

な思いをしたことは推認し得るが、その他の点は

認められず、虚偽発言による慰謝料は、原告が当

時入院中であったことを考慮すると1万円が相当

である、とした。

⑤ その他

 東京地八王子支判平10・9・21交通民謡31巻5

号1430頁は、加害者が虚偽の供述をし、それがも

とになって新聞に誤った事実が掲載され、被害者

の遺族が交通事故の加害者に対して名誉心損を争

った事案であるが、裁判所は名誉殿損を認めなか

った。

(2)責任または過失の否定

 加害者による責任や過失の否定が、慰謝料の甚斗

酌事由として争われることがある。東京地判昭

44・3・28判タ234号214頁は、 「元来慰謝料算定

にあたって、当事者の態度等主観的事情を重視す

るべきではないと解するが、本件にあっては、被

告側の重大な過失によって事故を惹起しながら、

被告らは入院した原告を見舞うことさえせず、却

って原告側の運転方法を云々し、また事故原因が

明白で原告らの要求賠償額が必ずしも高額でない

のに、事故発生から本訴提起まで2年余の期間に

わたり、任意に賠償しようとする態度がなかった

こと等、被告側の態度が著しく誠意を欠くもので

あることが推知され、加害者側からかような態度

に出られた場合、被害者の精神的苦痛は増悪化す

べく、慰謝料算定にあたってかなり有意的に考慮

するのが、相当である」とした。東京血判昭49・

3・28交通面諭7巻2号425頁は、被害者が後遺

障害に苦しみ自殺するに至ったこと、とくに加害

者とその訴訟代理人が被害者の進路飛び出しの一

点に依拠し、これとは別に当然成立する加害者の

過失は看過して、 「事案の真相を冷静客観的に柔

軟性ある態度で克明に分析調査せず……ことさら

硬直した姿勢で抗争し、訴訟前においても誠意あ

る賠償に応じず、さらに訴訟提起後においても、

全ての証拠調を終了した最後の段階においても、

なお免責の主張ないし過失10パーセントの主張に

拘泥し、これを維持し」た結果、被害者と原告ら

の救済を遅延させ、多大な苦痛を与えたとした。
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裁判所が被告の供述に対して指摘した疑問点につ

き、被告らが客観的に首肯し得る説明や、主張、

立証活動をしていないことは明白である、と判示

している。東京地判昭58・9・20交通民集16巻5

号1248頁は、 「被告には過失があるのに被告はこ

れを認めようとせず頑なに争っている事実」を斜

酌事由としている。東京地判昭62・5・29交通民

集20巻3号731頁は、原告が被告会社のタクシー

に乗車していたところ、助手席のドアが開いたた

め路上に転落し、受傷した事案である。裁判所は、

「走行中のタクシーから乗客が放り出されるとい

う極めて特異かつ重大な事故であり、運転者の過

失を合わせ考えるとき、同人が刑事訴追を受けな

かったのは不思議というほかないが、この間の事

情として、……原告が被告会社の申し出に係る民

事責任の誠実な履行を信頼して宥恕の意を表した

ことから、警察において加害者の刑事責任の追及

を差し控えたことが推認されるのであり、かかる

事情に加えて、乗客から対価を得て旅客運送事業

を営む被告会社が、本件事故発生の経緯を素直に

みれば免責等の認められる余地などあり得ようは

ずのないことが明白というべき事故であるにもか

かわらず、紛争の早期解決に積極的姿勢を示さな

かったことは是認しがたいところである」と指摘

した。東京地丁丁63・1・22判タ661号225頁では、

原告は、 「被告らの示談交渉における不誠実極ま

りない態度が十分甚斗酌されるべきであり、通常の

場合の基準額よりも増額されるべきである」と主

張した。これに対して被告は、原告の詐病であり、

仮に症状があるとしても衝突はきわめて軽微であ

るから事故とは因果関係がなく、職業上長時間の

運転を要することから生じたものとみるのが妥当

であること、そして、被告が保険会社を通して

400万円を呈示し誠意を尽くしたにもかかわらず、

原告が800万円という法外な請求をしたため示談

が不調に終ったと主張した。裁判所は、事故と傷

害・後遺障害との因果関係を認め、次のように判

示した。治療費の支払い等、事故の結果に対する

責任を果たそうとしたことは評価されるが、他方、

被告らは原告に何らの被害がないものと速断し何

も連絡しない等、そもそも本件加害行為を生じさ

せたことについて規範意識が乏しく、加えて原告

の訴えをすべて詐病として一蹴し、保険会社に紛

争の早期かつ終局的な解決を行わせる努力を怠

り、そのためか、保険会社の担当者も一たん400

万円の示談額を呈示し、原告がこれに応じる事態

に至りながら(原告が本件事故を奇貨として800

万円を要求したことをうかがわせる証拠はない)、

一転してその症状を詐病として争い、交通事故紛

争処理センターのあっせんを拒否し本訴提起に至

らしめた。原告は本件紛争処理のため右紛争処理

センターのほか日弁連の交通事故相談センターに

再三赴き解決を求めようとしたが適わず、遂に弁

護士を選任し本訴提起のやむなきに至った。東京

地菅平13・5・29交通禍集34巻3号659頁では、

原告は、相手方が信号無視による交差点進入を秘

し、虚偽の説明をするなど、著しく不誠実である

と主張した。事前交渉では、保険会社の代理人が

原告が3割、被告加害者が7割の示談案を提示し

たものの、被告車両が青色信号で交差点に進入し

たと強く主張する被告会社の意向もあって、示談

は不調に終わっている。裁判所は、被告会社が加

害者の過失の存在を強く争ったため、原告には現

在に至るまで全く損害の填補がなされていないこ

と、また、被告車両の修理に関しても、被告会社

は、原告側の要求にもかかわらず、原告側に損傷

箇所の確認をさせたり損傷箇所の写真を送付した

りすることなく、一方的に修理を終えてしまった

ことを指摘した。東京地升平13・7・25交通民営

34巻4号955頁では、原告は、加害者の不誠実な

対応に加え、保険会社に対しても「会社の査定で

ある、会社の規則である、などと一方的な態度に

終始したり、突然一方的に治療費の支払を拒否し

たりする等、不誠実で不当な言動、対応により」、

精神的苦痛が深められたと主張した。これに対し

て、裁判所は、まず被告らの提出した鑑定書が根

拠不十分であることを指摘した。すなわち、衝撃

の強さに関する重要な事実の具体的調査を全くし

ないまま追突速度を微速としていること、衝撃を

微弱とするにあたり、原告の姿勢等を具体的に検

討しないまま乗員を使った実車実験のデータを使

っていること、原告の身体状況を医学的見地から

十分野検討をしないまま、原告の負傷を心因性の

ものと結論付けていること、である。そして、裁

判所は、このような鑑定書を提出して負傷と事故

との因果関係を否定し、損害賠償責任を否認する

一28一



被告らの態度(実質的な主体は保険会社である)

は、事故のため仕事ができず、生活に窮する原告

らの精神的苦痛をさらに深めたとした。また、被

告ら(実質的には保険会社である)は、原告に対

し、およそ他覚所見のない頸椎捻挫の影響は通常

数か月程度にとどまるなどと主張し、治療や休業

損害等の損害はその限度で十分であるなどと述べ

て、本件訴訟前に原告らに対する治療費や休業損

害の支払を突然打ち切るなどの強硬措置をとり、

原告らを日常生活に窮する事態に陥らせた一方

で、前回事故による他覚所見のない頸椎捻挫の影

響については、前回事故から1年4か月もの期間

を経た本件事故時においてもなおその症状が残存

しており、原告の本件事故後の症状は前回事故に

よる頸椎捻挫が原因であるなどと述べて、頸椎捻

挫に関する内容の矛盾する主張を展開している。

裁判所は、その主張を裏付けるに足りる証拠は全

くないとし、このような態度は、原告の精神的苦

痛を更に深刻にしたものと評価すべきであるとし

た。大阪地山平13・9・25交通民集34巻5号1321

頁は、被告は、捜査段階と本件訴訟を通して、事

故が原告の一方的過失により生じたものであるか

のような不自然な弁解をするなど、被害者に対し
            
て不誠実な点があるとした。

 刑事裁判の結果を視野に入れた判断も見受けら

れる。東京地判平13・2・28交通民商34巻1号

319頁は、 「業務上過失傷害事件において有罪に

処せられたにもかかわらず、今なお頑なに自らの

過失責任、損害賠償責任を否認し、本件事故の原

因が専ら原告にあるなどと述べて全く反省の情が

見られない」ことが「重い後遺障害に悩む原告の

精神的苦痛を更に深めた」としている。東京爪判

平6・1・25交通民意27巻1号113頁では、被告

は、刑事裁判で確定した酒気帯び運転を本件裁判

では否認するという態度に出ていること、また、

刑事裁判では治療費を支払うと再三言いながら、

それを果たしていないこと等が斜酌された。東京

地判示14・5・28交通民集35巻3号707頁は、被

告は「本件事故の捜査を担当した警察官から、本

件は被告の過失によって発生した事故であるとの

見解を示され、不満はあったものの、事故の過失

を認める内容の調書の作成に応じたことが認めら

れる」とし、 「被告から本件事故の報告を受けた

タクシー共済としても、本件事故の原因に関する

捜査機関の見解は知り得たはずであって、被告に

全く民事上の責任がないなどと考えるべき合理的

理由はないにもかかわらず(被告は後に起訴猶予

になったと見られるが、これにより被告の民事上

の責任がなくなるのではないことは、言うまでも

ない。)、事故後における被告の一方的な言い分を

採用したためか、治療費、休業損害などの原告に

生じた損害を一切賠償していない」ことを面立事

由とした。

(3)過失相殺の主張

 神戸地判平10・6・4判時1678号111頁は、被

告運転の自動車が、自転車で横断歩道付近を横断

しようとしていたAと衝突し、死亡させた事案で

ある。被告は、自分が低速で注意して走行したの

に対し、Aが一方通行の規制に反して走行した点、

横断歩道を自転車に乗ったまま走行した点、前方

の安全を十分に確認しなかった点に過失があると

して、40パーセントの過失相殺を主張した。これ

に対し、原告らは、衝突地点は横断歩道上であり、

Aには過失相殺の対象となるべき過失が存在しな

いこと、被告は安全確認をしないまま交差点を右

折し、Aと衝突後、車体の下に引きずって15メー

トル余り進行したことを指摘した。裁判所は、原

告ら主張の事実を認めた上で、Aの落ち度は被告

の過失の重大性と対比するときわめて些細なもの

にすぎないとし、過失相殺の対象とすべき過失は

存在しないとした。そして、慰謝料の斜酌事由と

して、本件事故後、被告加入の保険会社の担当者

が、Aの過失割合が30パーセントであると原告ら

に告げているが、この「過失割合の提示は、相当

な権利主張の範囲を著しく逸脱したものといわざ

るをえない」し、「本件事故に対するAの過失の

割合が40パーセントである旨の本訴訟におけるY

の主張も、逸脱の程度はさらに大きく、同様の評

価を免れない」とした。裁判所は、原告らは以上

の提示に納得できなかったことが認められるとし

て、慰謝料の斜酌事由とした。

(4)賠償額の提示

 鹿児島地判昭43・4・1交通民話1巻2号437

頁は、原告が治療費17万円余、逸失利益223万円
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余を請求し、裁判所はそれぞれ16万円余、86万円

余を認めた事案である。原告は慰謝料の甚酒勺事由

として、被告会社らが原告の数回にわたる請求に

全く耳を貸さなかったため、生活が困窮している

ことなどを主張した。裁判所は、慰謝料の斜酌事

由として、原告が甚大な身体的精神的苦痛を受け

ているのに、「原告の蒙った損害の賠償について

も、被告会社はこれを解決するため積極的な努力

を払うこともなく、……金2、3万円程度の金額

で解決したいというような非常識な提案をしたに

とどまり、一片の誠意すら認められないといって

も過言ではない」と指摘した。東京地判昭43・

9・！9交通二丁1巻3号1045頁は、加害者側では

なく被害者の提示した示談額が過大であったとい

う事案である。被害者は、慰謝料については、事

故の態様等のほか「被告らは示談の交渉にあたっ

て何ら誠意を示さなかった」ことを指摘した。こ

れに対して、裁判所は、被告を不誠実とする原告

の主張を退けた。原告と被告らとの間で示談が成

立しなかったのは、 「原告が過当な示談額を提示

し、その金額の線でなければ示談に応じない態度

に出たからであって、被告らに誠意がなかったわ

けではないことが認められる」とした。東京地判

平！5・2・3交通二上36巻1号189頁では、原告

らは、保険会社が「一旦は示談案を提示しながら、

原告ら訴訟代理人が同社と交渉しようとしたとこ

ろ、加害者の刑事手続が終了するまでの間は交渉

することができないと主張し、刑事手続の終了後

も終了の連絡すらなく、従前の示談案を再提示す

るのみで、金額について交渉の余地はないと述べ、

その対応は不誠実というほかない」と主張した。

裁判所は、保険会社の担当者が約8000万円の支払

いを提示したこと、原告はこれを弁護士に相談し

たところ提示額が低すぎるということで、同弁護i

士に保険会社との交渉を委ねたこと、保険会社の

担当者は、加害者が刑事事件で無罪を主張する関

係から、刑事裁判終了まで交渉ができず、刑事事

件終了時に連絡すると伝えたこと、しかし刑事裁

判終了後も連絡がなく、原告の訴訟代理人が刑事

裁判終了を確認して連絡したところ、保険会社か

らは従前と同じ額の提示しかされず、それ以上交

渉は進展しなかったため、原告らはやむを得ず本

件訴訟を提起せざるを得なかったこと等が認めら

れるとしながらも、慰謝料を増額すべき事由があ

るとまではいえないとした。

(5)事実関係等の確認の仕方

 加害者側が交通事故の事実関係を確認する際、

被害者に対して過度に攻撃的な態度を取ってしま

ったり、不安を抱かせたりすることがある。この

点が慰謝料の甚斗酌事由として争われる場合があ

る。大阪地判平13・5・17交通二二34巻3号608

頁は、「保険会社が被害者との交渉過程において、

保険会社としての立場から妥当と考える示談金額

を提示し、あるいは、自己に有利な交渉材料を収

集しようとして種々の調査を行うこと自体は、社

会的相当性の範囲を逸脱しない限り、特段、異と

すべきことではなく、そのことによって被害者が

精神的苦痛を被ったことがあったとしても、慰謝

料の発生原因にはならないと解すべきである」と

し、被告の交渉態度が社会的相当性を逸脱するほ

どのものであったとは認められないとした。. 大阪

地判平14・6・19交通民集35巻3号817頁では、

原告は、被告側弁護i士がサイドブレーキやシート

ベルトの着用等についてまるで原告に非があって

被害が生じたといわんばかりの質問をし、さらに

入院等の必要性を問うほか、原告の国籍を質問し

たことが不当対応に当たるとして、慰謝料を請求

した。しかし、裁判所は、これらの「質問内容は、

直ちに不法行為を構成するものではなく、国籍を

質問したことのみによって、民族的差別による質

問であったとも認められない」等とし、慰謝料の

増額事由とは認めなかった。

 肯定例としては、神戸地判平12・3・30交通民

集33巻2号667頁がある。本件事故は、原告(反

訴被告)と被告(反訴原告)が交差点で出会い頭

に衝突したものである(判決では原告に9割の過

失が認められた)。被告は、本件事故により急性

硬膜下出血等の傷害を被り、後遺障害が残った。

原告は、双方の過失を考慮すると、既払金を超え

る損害賠償債務がないとして債務不存在の確認を

求め、これに対して被告が反訴として損害賠償を

請求した。被告は、原告が被告の受傷後3か月こ

ろから病状照会を開始し、調停申立から本訴訴え

提起と先制的な手続を繰り返して、支払義務自体

まったく存在しないとまで主張したとして、制裁
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的慰謝料が認められてもよい事案であると指摘し

た。裁判所は、原告の対応について、 「ことに受

傷3か月後から病状照会を繰り返し、債務不存在

確認を求める調停の申立や本訴の提起を提起した

ことは、本件事故で精神症状を生じていた反訴原

告にさらに深刻な影響を与えた可能性がある」と

指摘している。

(6)応訴態度等

 東京若立平6・12・8交通民集27巻6号1786頁

は、被告は、記憶を失った等の特段の事情がない

にもかかわらず、事故の状況等に係る原告ら代理

人のほとんどの尋問に対して記憶がない等と返答

し、実質的にほとんど回答せず、これによって事

故の真相を知りたいとする原告らの苛立ちを募ら

せ、また、訴訟における被告代理人の訴訟追行態

度が原告らの精神的苦痛をさらに深めたとした。

被告らの代理人は、死亡被害者の過失を主張する

以上、事故の具体的状況について少しでも明らか

にするべく自ら進んで事故関係者を人証申請等す

べきところ、裁判所の勧告にもかかわらず、本人

尋問の申請をしなかったとされる。横浜地判平

12・5・11判時1757号115頁は、 「加害者が、当

事者として自己の権利を守るために正当な主張を

し、それに沿う供述をすることは慰謝料の算定に

当たって考慮すべきではないが、実況見分調書の

記載等の証拠と矛盾し、不合理な弁解に終始した

ときは、被害者の遺族は右供述により、さらに精

神的な苦痛を体験することになるから、慰謝料の

増額事由となるものと解するのが相当である」と

判示し、加害者が本人尋問において自己の責任を
                     ア 
軽減するために不合理な供述をしたと指摘した。

大阪地判平12・8・29交通民集33巻4号1366頁

は、被告は「本件訴訟における本人尋問において

も責任逃れとも受け取れる曖昧な供述に終始し、

原告に多大な苦痛を与えたことについて真摯な反

省をしているとは認めがたい」とした。

 東京地判平ll・4・13交通民集32巻2号604頁

は、 「原告は、被告の事故後の対応及び応訴態度

を非難し、これを慰謝料の増額事由と捉えて」い

るが、 「たしかに、被告側(被告の加入していた

保険会社も含めて)の対応が原告の被害感情をよ

り増幅していることは否定できない」ものの、

「被害者だけでなく、加害者にも言い分のある事

案においては、自己の主張を強調する余り、実体

とそぐわない主張をすることはままあることであ

り、これが極めて常軌を逸しているとか、脅迫的

であるとか等の場合を除いては、これをもって慰

謝料の増額事由と考えることは相当ではない」と

した。東京地判平11・4・20交通民集32巻2号

636頁では、原告は、被告が一度は責任を認めて

おきながらこれを翻し、その責任を争っているこ

とを非難し、慰謝料の増額事由として主張した。

しかし、裁判所はこれを認めなかった。 「たしか

に被告会社としては、一度は責任を認めた……の

に、本訴においては、これを激しく争っでおり、

それが被害感情をますます増大させていることは

認められる」。しかし、被告は「ある程度一貫し

て加害車両と死亡被害者との接触を否定していな

ことが窺われるから、本訴において、責任を争っ

たこと自体が慰謝料増額事由になると考えること

は相当ではない」。東京地面平13・3・27交通民

訴34巻2号447頁では、原告は、 「被告らの応訴

態度は、主張内容が変遷したり、被告本人からの

事情聴取なしに答弁をするなど不誠実なものであ

り、さらには虚偽の事実を主張して自己を正当化

し」、死亡被害者に対しては、 「『行動の異常』

や『判断能力の低下』があるが如き印象を与える

主張をしてその名誉を傷つけるとともに、原告ら

にも多大な精神的苦痛を与えた」ことを慰謝料の

斜面事由として主張した。しかし、裁判所は、被

告は自分なりに謝罪の意思を表示したが、それ以

上の謝罪に応じられなかったために原告らに憤り

の念を抱かせたのであり、また、被告が事故当時

18歳であり、周囲の者の影響をまったく考慮しな

いのは相当でないとした。そして、被告らの応訴

態度に対する原告の指摘は、たしかに無理からぬ

点もあるが(原告らの本件訴訟提起の目的等を考

慮すれば、被告らは入念な打ち合せの上で答弁を

すべきであった)、激しい批判を浴びなければな

らないものとは思えないとした。

2. 学説

(1)加害者側の対応を掛直することの可否

 交通事故後の加害者側の対応は、多くの見解に
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よって慰謝料の斜酌事由とされてきた。その根拠
                 
は以下のようにまとめることができる。

 まず、慰謝料の本質にもとつく議論である。慰

謝料を加害者に対する制裁と見る場合はもとよ
 

り、被害者の損害填補と見る立場からも、加害者
              く 
の対応は慰謝料の斜酌事由となる。制裁の程度は

加害者の誠意・不誠意によって変化しうるから、

それに伴って慰謝料額は変化して構わないし、加

害者の対応は被害者の精神的苦痛の大小に影響す

るから、その回復を目的とする慰謝料の額が、そ

れに伴って変化しても構わないことになる。

 また、加害者の不誠実な主張が、 「加害者自身

の主張である場合のみならず、むしろ、賠償額の

多寡に関心を有する任意保険会社の意向が反映さ

れたものであることもあり、交渉に当たる任意保

険会社の担当者等も含めて加害者側に被害者側の

心情に配慮することを求めるということにもな
                  くユリ
り、積極的に評価できる」との指摘がある。

 さらに、慰謝料をめぐる時代の変化を指摘する

見解がある。齋藤修教授は、慰謝料の定型化が急

がれた時期に比べて、現在は具体的事例における

妥当性を追求すべきだとし、加害行為を起こした

時点だけではなく、 「その後の示談交渉に至る過

程も含めて紛争解決にどれだけ誠意を持って接し

たかなどトータルで見ていく方がいい」としてい
ロど 

る。

 そのほか、加害者の「誠意」を慰謝料軽減事由
         
とする見解を引用し、それとの公平の観点から「不
                    
誠意」を加重事由とする指摘がなされている。

 以上と異なり、四宮和夫博士は、 「加害者が事

故後に示した態度なども、 『権利』侵害一死傷と

いう損害の具体化とは無縁であるから、斜酌すべ

きではないであろう」 〔傍点原文〕として、否定
        く  
的立場を示している。

(2)斜酌の基準をめぐる問題

 以上のように、多くの見解が加害者の事後の対

応を慰謝料の斜酌事由として認めているが、どの

ように二二酌するかという点については、確たる基

準が得られているわけではない。

①掛酌の難しさ

 大きな問題は、第一に、誠実か否かの評価は被

害感情によって左右されるが、被害感情は、確認

するのが困難であったり、個人差が大きくなった

りする場合があることである。この点について、

小林和明裁判官は、加害者に誠意があるかないか

はややもすると訴訟では水掛け論のようになり、

本当はどうなのかよく分からない場合が多く、ま

た、被害者の中には被害感情が非常に強く、少々

のことを著しい不誠意と受け取って、それを強く

主張するような場合も見受けられる、と述べてい
く 

る。また、三井乃武夫弁護士は、小林裁判官と同

様、被害感情は被害者によって千差万別であるこ

とをふまえ、 「加害者の不誠意を示す事情も客観

的な行為類型として捉えなくてはならない」と主
      ア 
賦している。

 第二に、いくら加害者とはいえ、示談交渉を拒

否し、訴訟上の権利を行使する自由があることで

ある。この点について、小林裁判官は、見舞いや

弁済をしないといっても、被害者の方の要求が非

常に高額であるために示談や弁済ができなかった

り、被害者の態度がきついために、見舞い等も行

きにくいといったケースもありうるので、直ちに

加害者の不誠意として取り上げていいかどうか疑
                     く  
問な場合も少なくないと思われる、としている。

また、馬場純夫裁判官は、加害者の態度の二二が

安易に運用されると、 「加害者側の訴訟上の権利

行使を阻害することにもなり、妥当でない場合も

出てくると思われる」としている。たとえば、過

失相殺の主張が過大だとして原告が慰謝料の甚斗酌

事由とすることがあるが、「過失割合については

結果的に被告の主張と裁判所の認定が異なること

は少なくなく、むしろ、このようなことは裁判で
                 
は一定程度において不可避ともいえる」。

②斜酌の指針

 二三するべきか、どの程度甚斗酌するかは、加害

者側と被害者側の双方の振る舞いを視野に入れて
        ゆゆ
判断する必要があり、事案の事実関係によるとこ

ろが大きく、明確な基準を見いだすことは難しい。

しかし、指針となるものが以下のように主張され

ている。

 馬場裁判官は、前述の見地から、 「斜酌される

としても、その主張が著しく不相当な場合にとい
                   
つた限定を付すべきであろう」としている。

 より具体的な指針としては、以下のものがある。

交通事故の損害額算定基準として、いわゆる「赤

い本」と「青い本」はきわめて重要な役割を果た
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しているが、その解説書は次のように述べている。

「『不誠実な態度』とは、事故責任がある者が一

度も見舞いに行かなかったり、何ら理由がないの

に責任転嫁をはかったり、被害者を侮辱したりし

た場合である。単に賠償交渉を保険会社任せにし

たというだけでは『著しい』不誠実な態度とはい
  ピヨ 
えない」。

 また、厚井乃弁護士は、作為・不作為に着目し、

不誠実と評価される積極的な態度が加害者側にあ

る場合は比較的問題が少ないとする。これに対し

て、 「事故後に被害者に対し謝罪、見舞いに行か

なかったとか、損害賠償を保険会社任せにしてい

た等、不誠意と評価される行為が消極的な態度

(不作為)にとどまっている場合、これをどこま

で慰謝料算定に甚斗擁するかは問題である」。 「消

極的態度を慰謝料でどのように二二するかは、傷

害等の被害の程度、被害者側の態度を含めた交渉

の経緯等を総合勘案して決めていくべきであろ
     にヨ 
う」、とする。

 さらに、小林裁判官は、前述の見地から、事案

によりけりだと思われるが、加害者が当然払うべ

きものを払わない、当然見舞いに行くべきものを

全く行かないというような事案で、事実関係がは

っきりしている場合には、増額事由として考える
             
ことが可能であるとしている。

 以上は、どのような場合に斜酌するかについて

の見解であった。次に、斜酌するとした場合の、

増額の程度が問題となる。馬場裁判官は、 「交通

事故のような不法行為類型において、慰謝料ない

し損害賠償の制裁ないし不法行為の抑止の機能を

強調することは妥当ではないと思われる」とし、

「実際の実務の運用においても、加害者の悪性や

不誠実な態度は、被害者の精神的苦痛を増大させ

るものとして2割ないし3割程度の増額をさせる
                 ゐ 
ものとして扱われている」と述べている。このよ

うな現状に対しては、制裁的機能を重視し、それ

によって増額の幅を増やすべきだとの見解があ

る。津川哲郎弁護士は、 「日頃、交通事故法律相

談に携わっている我々は、被害者側から、加害者

の責任の重大性、加害行為の態様の悪質さ、また、

保険会社にすべてを任せっきりにしてしまい、自

らは誠意ある態度を全く示さない加害者の不誠実

さなどについて、強く訴えられることが多」く、

また、きわめて悪質と思われる事案も少なくない

として、 「このような被害者側の甚大な被害感情

と極めて悪質な事案に対し、我々を含む現在の実

務家は、十分に応えきれていないのではなかろう

か」と指摘する。そして、 「極めて悪質と考えら

れるような事案については、一応、基準額の二倍

程度を最高限度額としたうえで、判決理由中に加

算理由を明確に判示し、その範囲内で、この制裁

的機能をより積極的かつ柔軟に作用させることに

より、死亡慰謝料が有する政策的機能を十分に発
               
揮させるべき」だと主張している。

(3)増額事由か減額事由か

 なお、加害者の対応を掛酌する場合、不誠実な

態度が慰謝料の増額要素となるのか、誠意ある態

度が減額要素となるのか、という議論がある。

 この点については、 L般に交通事故等の不法

行為が発生したとき、加害者が誠意を示すのが常

態であると解するか、その逆と解するかによって

も結論はおのずと異なってくるであろうが」、も

ともと慰謝料請求権は事故時に発生し、その慰謝

料債務を相手方が履行しないことによって存続す

るものであると考えると、加害者側の誠意ある態

度を減額事由とするのが相当であり、その減額事

由の存在についての主張立証責任は加害者側にあ
                  ぬることになる、との見解が主張されている。

(4)別個の不法行為を構成する場合

 加害行為後の加害者の対応が悪質である場合、

独自の不法行為を構成することがある。田島純蔵

弁護士は、たとえば、会社が被害者の死亡原因を

3年にわたり隠しており、真の原因が遺族の調査

によって明らかになり、直接の加害者が有罪とな

ったという四二について、事故の行為を隠蔽しそ

の責任を免れようとしたことは悪質であるとし

て、慰謝料増額事由になるのはもちろん、別個の
               
不法行為すら構成するとしている。

おわりに

 加害者側の不誠実な主張は、慰謝料の斜酌事由

となりうるし、場合によっては独自の不法行為を

構成することもある。加害者側が被害者に対して

誠実に対応することは、被害者の救済にとって重

要なことである。とはいえ、誠実かどうかの評価
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は人によって変わりうるし、交通事故の場合、そ

の個人差は財産的取引の場合よりも大きくなるで

あろう。また、被害者側の主張が理不尽であった

り、責任の有無や程度が微妙な判断にかかる場合

には、加害者が示談交渉を拒否したり、訴訟で自

己の主張を貫くことも納得できるところである。

不誠実かどうかの法的評価は、こうした点に留意

しつつ、慎重に行わなければならない。

 もっとも、裁判例を見てみると、事故の状況に

ついて故意に虚偽の主張をしたり、証拠浬滅を図

ったりする事案が数多く見受けられる。これらは

著しく不誠実な行為であると評価できる。事案の

数が多いのも、こうした行為に対する被害者や遺

族の憤りの激しさを表しているように思われる。

こうした行為は、特別の事情がない限り、慰謝料

の増額事由としてよいであろう。

 本稿は、これまでの裁判例と諸学説の検討を試

みたものであるが、それらの整理という作業が中

心になり、個々の論点には十分な検討を加えられ

なかった。裁判例のなかには、示談交渉において

加害者がどのような注意義務を負担するかを論じ

たり、加害者の態度といった主観的要素は原則と

して考慮すべきでないとの判断を示すものがあ

り、その理論的検討が必要である。また、加害者

の事後的対応と慰謝料の認定についての裁判実務

の枠組みを明らかにするためには、さらに事故の

状況や被害の内容、賠償額の多寡等も視野に入れ

て検討しなければならない。そのほか、慰謝料の

性質論とも関わってくるが、当事者の対応を慰謝

料の斜酌事由としても、誠実な行動を促すのは困

難ではないか、加害者に被害者の苦痛を共感させ

ることは無理なのではないか、との疑問もある。

このように本稿は数多くの課題を残している。別

の機会に検討を加えたい。
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